
パネルディスカッション資料

中核市サミット
2023 in 宇都宮

未来世代への責任と実践
～夢や希望がかなう中核市を目指して～
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中核市市長会
～子どもを守り「未来世代につなぐ」まちづくり～

豊中市長 長内繁樹

子育てしやすさ

NO.1にむけて

大阪府の北摂エリアに位置する豊中市は
早くから郊外住宅地として発展してきました
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こどもまんなか社会の

実現に向けて
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岐阜市の政策方針

こどもファースト

ワークダイバーシティ

中心市街地活性化＆社会基盤整備

共助・共生社会＆環境

寄り添う福祉＆健康

５つの政策ベクトル（Ｒ５年度）
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なぜ、こどもファーストか 
こどもファースト

岐阜県における「ひきこもり」の状況
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学びの多様化学校(不登校特例校)「草潤中学校」
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「草潤中学校」のコンセプト

生徒へのアンケート
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出席状況、卒業後の進路等

草潤モデルの展開「校内フリースペース」
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オンラインを活用した不登校児への支援

誰一人取り残さない不登校対策
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今日のようす

ICTを活用した子どもの健康サポート「ここタン」

きいてほしい

「ここタン」相談事例
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「ここタン」夏休みの活用

全ての子どもが未来にたくましく歩むために
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こどもサポート総合センターの開設
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こどもサポート総合センターの概要

こどもサポート総合センターの効果
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警察との連携

支援事例の紹介
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こどもサポート総合センターの今後
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令和５年11月 いわき市

1

～中核市サミット２０２３in宇都宮～

いわき市の取り組み

2

本日の流れ

１ いわき市の概要

２ ヤングケアラーへの支援

-26-



2023/10/24

1 2

3

【沿革】
昭和41年10月 14市町村が合併し「いわき市」誕生
平成11年４月 中核市に移行
平成23年３月 東日本大震災
平成28年10月 市制施行50周年

電気､化学等の分野を中心とする製造業をはじめ、
豊富な地域資源を活かした観光業など多様な産業が展開

スパリゾートハワイアンズ アクアマリンふくしま

小名浜アクアマリンパーク 国宝白水阿弥陀堂

人口 322,509人 ※2023年4月1日現在

面積 1,232 

14市町村が合併した
広域多核分散型の都市構造

平

小名浜

勿来

内郷

常磐

四倉

久之浜
･大久

小川

川前

三和

遠野

田人

好間

１．いわき市の概要（位置等）

4

２．ヤングケアラーへの支援
～令和４年度の主な取り組み～

１ 庁内連携会議の実施
支援体制の整備等を主な目的として開催

・相談支援体制の原案の決定
・基本目標や基本施策等の決定

２ 相談支援体制の整備
・相談支援機関…７地区保健福祉センター

令和４年11月より運用開始
・支援フロー、支援マニュアルの策定
・支援を要するヤングケアラーは要支援児童に登録

情報共有や進行管理は要保護児童対策地域協議会で行う
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２．ヤングケアラーへの支援
～いわき市の相談支援体制～

市民・地域（学校等含む）の皆様

地区保健福祉センター
（相談支援機関）

こども家庭課
（子ども家庭総合支援拠点）

本人

相
談

情
報
共
有

ア
ド
バ
イ
ス

支
援
支
援

地
区
セ
ン
タ
ー
と
連
携
し
て
支
援

・平成15年より、市内７か所に設置
・「保健業務」＋「福祉業務」
・地域包括支援センターや、
社会福祉協議会を併設。
・ワンストップの総合相談窓口
・保健・福祉サービスの一体的提供

・専門職を配置
・配置している専門職は、

心理判定員 １名
心理担当支援員 １名
虐待対応専門員 １名
ﾔﾝｸﾞｹｱﾗｰｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ １名

5

発見

6

２．ヤングケアラーへの支援
～令和５年度の主な取り組み～

認知度の向上

支援力の向上

負担軽減
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２．ヤングケアラーへの支援
～令和５年度の庁内連携会議～

１ 目 的 関係課等による連携した支援
２ 協議事項 ヤングケアラーの早期発見について

8

２．ヤングケアラーへの支援
～本市のヤングケアラーの現状～

いわき市全体の回答数 約18,000人
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２．ヤングケアラーへの支援
～早期発見・早期支援に向けて～

１ 課題
『相談支援体制を整備したが、相談件数が少ない 』

２ 支援の方向性
方向性１ こども本人の自覚を促し「早期相談」へ

方向性２ 関係機関の理解を促し 「早期発見」へ

⇒ 潜在的なヤングケアラーを
早期発見し、早期支援につなげる

10

２．ヤングケアラーへの支援
～早期相談に向けた取り組み～

１ 本人の自覚を促す
児童生徒に対し、
・パンフレットを配布

２ 相談しやすい環境の整備
〇身近な相談窓口の整備

市内７か所に相談窓口
〇気軽な相談窓口の整備

ＳＮＳ相談窓口の開設（県）
※Ｒ５．９月より開始
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２．ヤングケアラーへの支援
～早期発見に向けた取り組み～

「ヤングケアラーを理解しないと、
ヤングケアラーは見えない 」

１ 関係機関の理解を促進
・パンフレットを配布

児童、高齢、障がい、生活困窮、教育分野の関係機関に配布
・ヤングケアラーコーディネーターによる学校訪問

特に発見しやすい立場にある教職員等への理解促進
→理解の促進と発見後の対応に焦点

２ 地域の発見機能を高める
・地域で活動するこども食堂などと連携し早期発見へ

12

最後に

いわき市は、「いわきFC」を応援しています  
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岡崎市の取組

「中核市サミット２０２３ｉｎ宇都宮」パネルディスカッション
2023.11.1

～脱炭素化で「未来世代につなぐ」まちづくり～

2

岡崎市の概況

・市域面積 ：387.2 k㎡
東西 29.1㎞
南北 20.2㎞
市域面積の約60％が森林

・人口 ： 383,798人（2023年８月１日現在）

中核市

・産業別就業者割合2020年（全国平均）
第１次産業 1.3 %（3.2）
第２次産業 39.1 %（23.4）
第３次産業 59.6 %（73.4）

・財政力指数：1.00 （2022年）
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岡崎市の概況

CO の吸収源としての施策岡崎の“奥座敷”「オクオカ」

・自然の魅力を活かしたレジャーやグルメ

・地域資源を活用した地域経済循環の構築

・地域資源と他分野を組み合わせたイノベーションの創出

広大な自然の活用

・植林や間伐等の計画的な森林整備

・ＣＯ２等の吸収量を「クレジット」として活用

※現在「J－クレジット」申請中。R7年発行予定。
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第６２作品目

２０２３年大河ドラマ
「どうする家康」放送中 

俳 優

松本 潤
脚本家

古沢良太 ×
岡崎と徳川家康公

≪生誕の地≫ ＋ ≪若き家康公≫
19歳～29歳の青年期を天下泰平を目指して力を蓄える

重要な時期を「岡崎」で過ごした。

時代にはばたく出発点  

NHK大河ドラマ「どうする家康」

5

6

岡崎城・岡崎公園 リニューアル

オープン日：令和5年1月21日（土）
営 業 時 間：午前９時～午後５時（最終入館：閉館30分前）
料 金：大人300円／小人150円

大河ドラマ館との「共通券」も販売！

４F シアタールーム

２F 展示フロア

観光土産店 おかざき屋
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家康行列
選考会で選ばれた、武将役と姫役をはじめとする約５００人が練り歩く！ ※開催日：令和５年10月28日（土）

【特別出演者】
山田 裕貴さん （本多忠勝 役）

杉野 遥亮さん （榊原康政 役）

板垣 李光人さん （井伊直政 役）

北川 景子さん （お市 役）

大河ドラマ出演者の豪華出演

隊列の様子

模擬合戦

～ ４つの柱 ～

～with家康公 after大河 ７つの取組～

岡崎市の政策 ４つの柱
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脱炭素関連の経緯

時 期 取り組み

2018(H30)年10月 世界首⾧誓約/日本 登録

2020(R2)年２月 ゼロカーボンシティ 表明

2021(R3)年６月 脱炭素先行地域の選定を目指す方針を立てる

８月 ゼロカーボンシティ推進本部 発足

10月 環境政策課 ゼロカーボンシティ推進室 設置

2022(R4)年２月 脱炭素先行地域（第１回）応募

４月 ゼロカーボンシティ推進課 設置

11月 脱炭素先行地域（第２回）選定

2023(R5)年３月 地球温暖化対策実行計画 改定

４月 世界首⾧誓約 ワークショップ出席

４月 重点対策加速化事業（第２回）選定

先行地域の区域図（乙川リバーフロントエリア）

脱炭素先行地域の概要
提案者 岡崎市・愛知県・三菱自動車工業㈱

タイトル
「どうする脱炭素？岡崎城下からはじまる、

省エネ・創エネ・蓄エネ・調エネのまちづくり」

対象地域 乙川リバーフロントQURUWA戦略地区内の
7町内会全域

主なエネ
ルギー
需要家

戸建住宅510戸
集合住宅16棟（395戸）
民間施設302施設
公共施設７施設

ロゴマーク 選定証授与式
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取組の全体像

◆カーシェアリング
（市民、企業、観光客など）
◆ゼロカーボンイベント

非常に高い町内会加入率（約90％）地域特性

◆町内会活動を核としたPV・蓄電池の最大限の導入
⇒PPA、リース、購入など幅広い選択肢を検討
敷地内に駐車スペースがある場合はＶ２Ｈも推奨

◆エネファーム+カーボンニュートラルGAS
⇒エリア内のエネファームを一括管理し、地域新電力会社と

需要家双方にメリット

◆三菱自動車との連携

資源の有効活用
サプライチェーン全体の環境負荷低減

電動車 バッテリーを再利用

◆事業収益の一部を子育て
支援・空き店舗対策などの
地域貢献事業に活用

地域特性を活かす

資源の有効活用・産業構造の転換への契機

公用車のEV化と活用 ㈱岡崎さくら電力

㈱岡崎さくら電力
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カーボンニュートラル社会の実現に向けた連携協定

三菱自動車工業株式会社との連携

リユースバッテリーを活用した自律型街路灯

脱炭素先行地域の共同提案と事業実施 自動車製作の技術を活かした脱炭素施策

重点対策加速化事業の概要

提案者 岡崎市

タイトル
どうする脱炭素？市内に広がる、省エネ・創エネ・
蓄エネ・調エネのまちづくり

～岡崎市脱炭素ドミノ 第２幕～

対象地域 岡崎市全域

ロゴマーク

◆市民・事業者への再エネ発電設備等の補助を大幅拡充
補助項目 件数

太陽光パネル 300件

蓄電池 300件

エネルギーマネジメントシステム 300件

高効率空調 30件

高効率照明 50件

（R5年11月時点の予定）

◆公共施設への再エネ発電設備等の導入
補助項目 施設数

ＰＰＡ方式（発電規模50kW以上） 18施設（68建物）

リース方式（発電規模50kＷ未満） 16施設（30建物）

◆公民連携事業の創出、金融機関と協力した資金循環

（R5年11月時点の予定）
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あいち三河農業協同組合／フタバ産業／幸田町大成建設株式会社（包括連携協定）

・次世代モビリティを活用した共創事業

・公共空間を活用した再生可能エネルギーの利用促進

『脱炭素で魅力的なまちづくりの推進』

民間事業者との連携協定

・次世代型農業の普及啓発及び担い手育成

・二酸化炭素の回収及び貯留の技術活用

『農業×カーボンニュートラルの実現』

クールシェアおかざき2023

大河ドラマ館横に設置したクーリングシェルター

【目的】

・家のエアコンの使用を減らすことによる家庭における省エネ

・省エネによる地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出削減

・極端な高温時における熱中症被害の発生防止

【期間】

令和5年7月1日（土曜日）～令和5年9月30日（土曜日）

※トレーラーハウスを改造
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世界首⾧誓約…首⾧が以下の３つの誓約について署名するもの。
 エネルギーの地産地消を推進する
 2030年の温室効果ガスの排出削減は国の削減目標以上を目指す
 気候変動の影響への適応に取り組む

令和５年７月時点で、日本国内では４５自治体が署名。

17

世界首⾧誓約 ソウルワークショップ

ソウルで開かれたワークショップに出席。各国の参加者と脱炭素の未来についてディスカッション。
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中核市サミット2023 in 宇都宮

脱炭素化で「未来世代につなぐ」まちづくり
（奈良市の場合）

令和5年11月1日
奈良市⾧ 仲川 げん

１．脱炭素化・SDGsに対する思い

1

聖武天皇－大仏造立の詔（抜粋）
「誠に三宝の威霊に頼りて、乾坤(けんこん)相泰(やすら)かに、万代の福業を修めて、動植
咸(ことごと)く栄えんことを欲す。」

【現代語訳】
三宝（仏、法、僧）によって、世の中が平和になり、永遠に続く善行を積み、動植物
が皆ともに繁栄することを心から望む。

本市は、春日山原始林や名勝月ヶ瀬梅林などの美しい自然と、寺社仏閣をはじめとする
豊かな歴史・文化的環境に囲まれている。これらの環境に配慮しながら、脱炭素化への
取組の推進と、持続可能な国際文化観光都市としての魅力や更なる価値の醸成を両
輪で進める所存。
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２．奈良市の現状①基本情報

2

 奈良市の現況
面積 276.94 
人口 350,212人（R5.9.1現在）
→2040年には30万人を下回り、

65歳以上の高齢者割合も約40%に

出典）環境省「地域経済循環分析（2018年版）

 産業別エネルギー消費量
出典）第2期奈良市まち・ひと・しごと創生総合戦略

構成比を全国と比べると
少 製造業関係
多 観光関連産業

（⇒大きな事業所が少ないため、
脱炭素の取組も複雑に。）

ゼロカーボン達成のために必要な再エネ導入目標 1,015,794MWh/年

３．奈良市の現状②再エネ導入ポテンシャルと課題

3

奈良市の再エネ導入ポテンシャル

再エネ種別 導入実績量 導入ポテンシャル量

太陽光発電 144,237MWh/年 1,751,854MWh/年

中小水力発電 0MWh/年 6,710MWh/年

風力発電 0MWh/年 125,748MWh/年

木質バイオマス 0MWh/年 13,667MWh/年

廃棄物バイオマス 0MWh/年 20,000MWh/年

【課題】地形的な特徴（海がない、大きな河川がない、火山がない等）もあり、導入可能
な再エネ種別・ポテンシャル量が限られる。

⇒ 公共事業として市が担う、廃棄物バイオマス（ごみ処理施設等）の有効活用や、
ポテンシャルの大きな太陽光発電をいかに導入できるかが鍵。
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４．奈良市の脱炭素化取組の現状と課題

4

①公共施設の照明LED化
街路灯はLED化完了（39,309灯、H24-R4、約11.5億円）

⇒CO2排出量を約2,500t/年削減
②公共施設への太陽光発電設備導入

令和4年度から順次導入中
施設再編計画等を踏まえ、導入可能な全施設に導入予定
令和5年度から民間PPA事業者による導入を予定（国交付金計画:2,340kW）【重点】

③本庁舎ZEB化改修の検討 【重点】

④民間施設に対する再エネ・省エネ設備の導入補助（国交付金計画:太陽光4,000kW等）【重点】

補助対象 太陽光発電設備(自家消費型)、太陽熱利用設備、高効率空調機器(宿泊施設のみ)

対象施設 宿泊施設、交通関連事業施設、社会福祉施設、民間保育所等
太陽光発電設備は国基準を拡充して補助（国基準5万円/kW⇒市補助15万円/kW）

【課題】
既存施設への再エネ導入のハードルが高く（営業中の大規模工事が困難等）、いかに民間事業
者の協力を得るか。

【重点】…地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）

５．今後の取組①奈良市「持続可能な観光」検討懇話会

5

アフターコロナでインバウンドが回復し、東大寺や奈良公園など奈良を訪れる観光客も増加傾向に
ある。経済面では良いニュースである一方、交通混雑やごみ問題等、環境面ではマイナスの影響も。
経済、社会・文化、環境面で持続可能な観光に取り組むにあたり、専門的見地による助言及び幅
広い意見を聴取するため、奈良市「持続可能な観光」検討懇話会を開催。
メンバー UNWTO駐日事務所、学識経験者、ホテル事業者、OTA、観光協会等。
令和5年9月に第1回懇話会を開催。現状の課題と目指す姿について意見交換。
持続可能な観光実現のための具体的な取組や仕組みを検討し、観光関連事業者や市民の意識
醸成の契機としたい。

令和5年9月第1回懇話会の様子

検討懇話会メンバー

【座⾧】 本保 芳明 国連世界観光機関(UNWTO)駐日事務所 代表
【副座⾧】 二神 真美 名城大学 名誉教授／

APTECサステイナブルツーリズム推進センター委員
【メンバー】（五十音順）
青木 真郎 (一社)サステナビリティ・コーディネーター協会 代表理事
澤柳 正子 (株)リクルート じゃらんリサーチセンター 客員研究員
下谷 幸司 奈良市旅館・ホテル組合 組合⾧
高橋 一 (公益)奈良市観光協会 専務理事
原田 隆太 奈良ホテル 代表取締役社⾧／総支配人
溝口 シェリー JWマリオット・ホテル奈良 営業部 セールス&マーケティング部⾧
峯川 郁朗 奈良商工会議所 専務理事
大和 里美 奈良県立大学 地域創造学部 教授
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６．今後の取組②新たなごみ処理施設の建設

6

 新施設の建設
ごみ処理施設の老朽化に伴い、新施設の建設を計画。
処理施設から生み出されるエネルギー（電気・熱）を
活用したまちづくりを検討。
単なるごみ処理にとどまらない、エネルギー供給機能、環
境学習機能、防災機能等、多面的価値の創出を図る。
現施設の処理能力480t/日に対して、現在のごみ処理
量は217t/日。
新施設は、人口減少等を踏まえた施設規模を予定。

（参考）武蔵野クリーンセンター（東京都武蔵野市）

 今後の検討課題
人口減少等により施設の処理能力が過大になる傾向は、全国のごみ処理施設で今後も続くと思わ
れる。当初からの広域化だけではなく、余剰能力を活用した将来的な広域化の検討も必要ではない
か。
合わせて、ごみを燃やさず、再資源化等により環境負荷の低減・エネルギー回収を推進する取組も
要検討。生ごみからのバイオガス生産などに取り組んでいる自治体はあるが、まだ少数で小規模自治
体が多い印象。分別排出や収集運搬等の課題が大きいものの、中核市規模でも実施できないか。

-56-



-57-



2023/10/24

1

中核市サミットin宇都宮2023 2023年11月1日

宇都宮市⾧ 佐 藤 栄 一

カーボンニュートラルなまち
“うつのみや”の実現に向けて

本市の目指すまちの姿「スーパースマートシティ」

「スーパースマートシティ」とは・・・
100年先も発展し続けるまちの姿で

ある「ネットワーク型コンパクトシティ
（ＮＣＣ）」を土台に，
「地域経済循環社会」（経済）
「地域共生社会」（社会）
「脱炭素社会」（環境）の
３つの社会が，
「人」づくりの取組や
「デジタル」技術の活用によって発展
する「夢や希望がかなうまち」です。

1

ＮＣＣ・・
中心市街地やそれぞれの地域拠点，
産業，観光拠点にまちの機能を集約
し，それらを利便性の高い公共交通
などで連携した都市
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2

・中心市街地と各周辺地域に，必要な都市機能・産業・観光が集積した「拠点」を形成
・鉄道，バス，ＬＲＴなど広域性を持つ「基幹交通」から，身近な生活を支える「地域内交
通」まで，階層性を持った「公共交通ネットワーク」を構築し，拠点間を連携・補完

⇒ 子どもから高齢者まで誰もが安全で快適に移動できるまちづくり
⇒ 外出によって健康に，ウォーカブルなまちづくり
⇒ 環境負荷の少ないまちづくり

LRT開業
（令和5年(2023年)8月）

宇都宮駅東口地区まちびらき
（令和4年(2022年)11月）

内陸型工業団地としては
国内最大級の規模を誇る清原工業団地

旧帝国ホテルの建材としても使われた
本市特産の「大谷石」採掘場跡
（平成30年(2018年)「大谷石文化」が日本遺産に認定）

ＮＣＣ(ネットワーク型コンパクトシティ)の形成

・「2050年に二酸化炭素実質排出ゼロを目指す」ことを宣言（令和3年9月）
・「宇都宮市カーボンニュートラルロードマップ」策定 （令和4年9月）

2030年度までの削減目標
市 民  ▲ 85万ｔ(▲60％）
事業者 ▲110万ｔ(▲45%）
行政(市役所) ▲ 8.4万ｔ(▲75%）

4

【目的】
・市民・事業者・行政が，取組の方向性や考え方を共有し，

全市一丸となって取り組んでいくこと
・温室効果ガス削減目標として，

2030年度までに50％ 削減（2013年度比）を掲げ，
市民・事業者・行政の各主体によるさまざまな取組事例や
効果等を提示

～ロードマップの基本方針～
ＮＣＣを基盤とし、 「もったいない」のこころ
のもと、「ひと」「もの」「まち」を大切にしながら，
将来世代に残すことができる持続可能なまち

をつくるため、かえる つくる 育てる の
３つのアクションを実行し

カーボンニュートラルなまち“うつのみや”を
実現しよう

脱炭素社会の構築に向けて

3
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「ゼロカーボントランスポート」の実現
ライトラインは，ごみの焼却や家庭用太陽光発電

により生み出される地域由来の再生可能エネルギー
100％で走行

ごみ処理施設
「クリーンパーク茂原」

※バイオマス発電

家庭用太陽光発電等

調
達

再エネ
100％
供給

ライトラインの運行に伴う再生可能エネルギーの活用，自動車からの乗り換えで…

一般家庭で約1,600世帯分，年間で最大約9,000㌧のCO2を削減 !!

宇都宮ライトパワーで
家庭用卒FIT太陽光
の買取を実施中 
（8.5円/kWh）

4

車両基地

停留場

（構成団体 宇都宮市/NTTアノードエナジー/東京ガス/足利銀行/栃木銀行）

■ 地域の再生可能エネルギーの有効活用による
「CO2削減」・「地域経済の活性化」

■ ライトラインや市有施設（一部）へ再エネを供給

宇都宮ライトパワー株式会社の取組

宇都宮市の脱炭素の取組①

環境省の第２回「脱炭素先行地域」に選定 （令和4年11月）

■ 公共・民間施設等に太陽光発電・蓄電池等を最大限導入
■ 宇都宮ライトパワー株式会社による再エネの一括調達と高度なエネルギーマネジメント

2030年度までに民生部門の電力消費に伴うＣＯ２排出の実質ゼロを実現

■ さらに，自動車をはじめ，ライトラインや電気バス等を中心とした公共交通の脱炭素化を図
る「ゼロカーボンムーブ」を構築

運輸部門のＣＯ２削減 【全体イメージ】

【選定証授与式（環境省）】

宇都宮市の脱炭素の取組②

5
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・「カーボンニュートラルなまち“うつのみや”」の実現に向け，産学官により，民間事業者等の知見や
技術などを活用しながら，本市の地域課題の解決や生活の質の向上につながる脱炭素の取組
を効果的かつ効率的に推進するため，「うつのみやゼロカーボン推進協議会」（座⾧ 早稲田
大学理工学術院 教授 林 泰弘）を設置（令和５年２月）

・本市域において，脱炭素化に関する取組を主体的に展開する，学識経験者・エネルギー・交通
事業者・行政により構成（14団体）

6

【協議会における取組項目】
・ 本市の脱炭素化に向けた方向性や課題

の検討に関すること
・ 新たな取組の検討・実施に関すること
・ エネルギーマネジメント等に関する連携・

調整に関すること
・ 取組の検討・実施状況の報告，情報共

有に関すること

うつのみやゼロカーボン推進協議会の取組

【第１回うつのみやゼロカーボン推進協議会】

日本初
（全線新設）
R5.8.26開業

ライトライン（次世代型路面電車）

7
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8

ライトラン導入ルート

ライトラン導入ルート（総距離14.6㎞）

totra １枚で スマートにおトクに

鉄道やLRT,バス,地域内交通など 全市に広がる 公共交通ネットワークを
より便利に 快適に 使っていただけるよう 市域内移動の運賃負担を軽減 します。

○誰もが移動しやすいまちへ（運賃負担軽減）

日中（ ）の 運賃を

１乗車あたり 以内の
バスの「上限運賃制度」の導入
（2021.6 サービス開始）

日中の「上限運賃制度」を併用して
から乗っても 乗り継いでも

ナカまで 以内とする
「乗継割引制度」の導入
(2022.9 サービス開始)
※ 2023.8より，LRT -バス-地域内交通間の

割引を実施

ＬＲＴ・バス・地域内交通で
から乗っても
まで行っても実質片道

以内とする制度の導入
(導入検討中)

ステップ

 
ステップ

 
ステップ

 

2022.9導入 2023.8導入2021.3導入

どこ街 500円 どこどこ 500円昼バス 400円

9

公共交通の利用促進に向けた取組
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地域内交通 バ ス ＬＲＴ 鉄 道

タッチするだけで
支払いも簡単

ＳｕｉｃａやＰＡＳＭＯ等の
交通系ＩＣカード

上限運賃制度や
高齢者外出支援事業
などお得なサービス

地域連携ＩＣカード

「totra」
令和３年春 路線バスに先行導入

地域連携ＩＣカード（totra）

10

11

宇都宮市は，
市民・事業者の皆様の理解を得て，
脱炭素に向けた行動変容を促し，
脱炭素社会を構築していくことで
「子どもから高齢者まで
誰もが豊かで便利に安心して暮らすことができ，
夢や希望がかなうまち」
をつくりあげてまいります。

おわりに

ご清聴ありがとうございました。

～新しいまちの暮らし
スーパースマートシティうつのみや 始動～
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